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育児休業中の扶養
育児休業中でも所得が⼀定の範囲内であれば扶養に⼊ることが可能です。
育児休業給付⾦は所得としてカウントされないため、他の所得が以下の範囲内であれば配偶者の扶養に⼊ることができます。

年収が130万円未満税法上の扶養
給与収⼊

年収103万円以下

年間所得

48万円以下
社会保険上の扶養または

⽀給対象者

育児休業給付⾦の⽀給

⽀給額雇⽤保険に加⼊している従業員が育児休業を取得した
場合に⽀給されます。

‧ 最初の180⽇間は給与の67%、その後は50%が⽀給さ
れます（賃⾦⽇額に基づく）。

‧

⽀給期間
⼦どもが1歳になるまで⽀給されます。
保育所の利⽤ができないなどの正当な理由があれば、1歳6ヶ⽉または2歳まで延⻑も可能です。

‧
‧

⼿続き

従業員から⽀給申請書と⺟⼦健康⼿帳や給付⾦振込⼝座の通帳などの写しを提出してもらいます。
事業主がハローワークに⽀給申請を⾏います。

‧
‧

原則として2ヶ⽉に1度、ハローワークに対して育児休業給付⾦の⽀給申請を⾏います。
「⽀給決定通知書」を受領し、決定した⽀給⾦額と期間を従業員に伝えます。※育児休業期間が継続となる場合

‧
‧
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